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組織型意思決定システムの分類に関する研究T
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1. はじめに

本論文は，種々の定式化に基づいて展開されている組織型意思決定システムの諸モデルを分類

し，分類されたモデル群 (family of models) 聞の関係を明確化することを目的としている.ここ

で，組織型意思決定システムとは“複数個の意思決定サブシステムを持ち，これらの意思決定サ

ブシステムの聞に一定の関係が設定されており，全体としてある目的を目指して行動する"シス

テムを総称する言葉として用いられている 1)ーそれゆえ，組織型意思決定システムのおもな特色

は，その大規模性・構造性・全体的統一性・合目的という点に最も端的に現われる.このような

特色を中核に備えたシステムは現代社会に広汎に存在しており，その分析・設計はシステム工学，

システム理論の中心課題のーっといえよう.

これまで，組織型意思決定システムは種々の分野において種々のアプローチにより定式化され

てきた.これらを分類し，分類体系上の諸関係を確立することは応用上どのような意義を持つで

あろうか.まず第一にこのことは，生物学の系統図が生物というものを体系的・統一的に把握す

ることを可能としているのと同様に，組織型意思決定システムに対する体系的・統一的視点を可

能にする.さらに，分類体系上の諸関係を確立することはある定式化により得られた情報を別の

定式化により得られた情報と有効に交換する基礎を提供する点があげられる.

このとき，組織型意思決定システムのモデノレをどんな基準に従って分類すればよし、かが一つの

問題となる.組織型意思決定システムの定式化は先述した四つの特色のうち構造性・全体的統一

性・合目的性をどのように把握し表現するかという問題に対するアプローチの差により分類でき

る 2) まず，合目的性の表現に関する問題とは意思決定(サブ)システムをどのように表現するか

という問題である.これに関しては，意思決定の関係表現，意思決定問題表現，意思決定関数表

t 1975 年 3 月 19 日受理.

本東京工業大学工学部.

料東京工業大学大学院.

1) 組織型意思決定システムの名称は，大規模システム(筆者らの関心は一般組織にあるが)内の現業活
動 (physical work) などと意思決定活動を明確に区別するために [9J で初めて用いられた・

2) 以下の議論では意思決定サブシステム(複数)の相対的独立性の中に大規模性を含めて取扱う.
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現の三表現が存在する 3) しかし拙稿 [8J で、述べたように意思決定前提の集合を適切に定義す

れば意思決定システムの関係表現と意思決定問題表現は同等の内容を持つので，本論文では両者

を同じ表現として取り扱う.したがって，本論文では意思決定システムの関係表現と意思決定関

係表現との聞の関係についてのみ考察する.

次に，構造性を組織型意思決定システムの組織構造としてとらえて議論を進める.一般組織論

では組織内の意思決定者聞の関係のうち目的一手段の関係，権隈関係，伝達関係，命令関係など

を主要な影響関係として考察しているが，本論文では前三者に議論を限定する.しかも，これら

の関係のうちとくに目的一手段の関係に重点を置いて考察する.それは，目的一手段の関係が組

織型意思決定システムの組織構造の特徴的側面を規定する主要要因だからである.この目的一手

段の関係がいろいろな条件を満たしている場合に，たがし、にどのような関連を持っかを考察す

る.

また，全体的統一性に関しては後述する組織型意思決定システムにおける一貫性という概念を

定式化する.この概念においては組織者の存在が決定的な役割を呆たす.組織者の存在に対して

次の三つの場合が考えられる. a) 組織者の存在が自明である場合. b) 組織者は存在しない

が，非常に弱い価値判断(たとえば，パレート最適性など)の導入により仮想的な組織者を想定

しうる場合. c) b) の手続きがまったく無意味な場合.筆者らが取り扱うのは主としてa) に限ら

れるが， b) も仮想的組織者を実在のものとして取り扱えば形式的にはa) と同列の議論が可能であ

る.しかし，両者は概念的にはまったく異なっており，両者の同一視は概念的混乱を生ずる原因

となりかねない. c) に対して現状ではまったく無力でありゲーム理論的取扱いが必要となろう.

それゆえ，本論文ではa)についてのみ考察する.

以上のように，本論文では組織型意思決定システムの諸モテツレを意思決定、ンステムの表現およ

び組織構造の表現の差に基づいて分類し，その分類体系上のモデノレ群聞の諸関連を考察する.本

論文の構成は以下のようである. 2 章では 3 章以降の議論展開の準備として，システムとモデノレ

の関係，システム理論とカテゴリ一理論の関係，意思決定システムについて述べる. 3 章では組

織型意思決定システムを関係表現を用いて組織構造的側面から考察し 4章では意思決定関数表

現について述べ 5 章で関係表現と関数表現の聞の関係を考察する.最後に 6 章で全体のまとめ

と今後の展望について述べる.なお，本論文ではカテゴリ一理論を表現言語として採用する.シ

ステム理論に対するカテゴリー理論の適用は， [1J, [2], [4J, [5J，日4J， [18J などに見られるが，

これらの研究は単一システム (one-unit systems) の記述に中心が置かれており，本論文のように

組織型意思決定システムについて述べた研究は拙稿 [9J ， [10J 以外あまり見受けられない.

3) 一般システム論的な意思決定の表現に関しては， [8]~[10]. [13] を参照されたい.
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2. 準 備

2 ・ 1 システムとモデル

一般に，システム S のすべての属性の集合 Xl> ・・・・・ ， Xn とそれらの集合の変数間のつながりを

認識(観察・測定・記述)できれば，このシステムを X1 から Xn の直積集合の部分集合として

すなわち S三X1 x ー・… xXn として表現できる.しかし，あるシステムのすべての属性とそれら

のつながりを正確に認識すること自体現実には困難な場合が多く，たとえ認識できたとしてもそ

のシステムの記述を有効かつ操作的に活用していくこともまた別の意味て、困難な問題である(シ

ステム認識の問題とシステム操作の問題) .それゆえ，現実にシステム S を分析・設計しようと

すれば，その分析・設計の意図を十分に実現できるほどに，“忠実な S の表現" S' を求めざるを

えない(このとき， SF:を S のモデノレというが，同時に S' もシステムである). 

この忠実なという点に関して，古典的なシステム論では S とS' がまったく同じ挙動(なんら

かの変換をうけたうえで)を示すという意味で同型 (iso-morphism) であることを要請してい

た4) (たとえば，機械系と電気系の対比はよく用いられる) .しかし，この観点はあまりにも厳し

すぎ，現実にシステムを分析・設計しようとするときには，その適用可能性はきわめて限られた

ものとなる.この点を考慮して，現代的なシステム論では忠実であるという意味をもっと広く解

釈して S' が S の(分析・設計の意図からみて)本質的な側面の挙動を模倣(シミュレート〕し

ているという意味で S と準同型 (homo-morphism) であることを要請するにすぎない.もちろ

ん，このことは古典的観点を無視するものではなくその本来の精神を生かしているのである.以

上，システムとモデノレをヒューリスティックに説明したが，これを以下のように厳密に定義しよ

う.

定義1. システムとモデル5)

SﾇXx Y, S'ÇX'>く Y' をそれぞれシステムであるとする.ただし ， X= く，X， ω1>' X'= くX'， ω/> ，

Y= くY， ω2>' y'= くy'， ωz'> であり， ωhωιω2， ωzr はそれぞれ 2 項演算子を示す6) このとき，写

像 h= くhZ， h'> , hZ:Xー→X'， h.:Yー→Y が以下の条件を満たすとき ， h(S)= {(kZ(x), h.(y)) I (x, y)E 

S} ÇS' をS'の中の S のモデ/レといい，S'は h(S) 上で S をシミュレートしているという.

i) (V(x， x))(x， xEXー→hZ(xωバ)=hZ(x)w/hZ(x))

ii) ( V (y, fì))(y, f� E Yー→ h'(Yω2Jì )=h.(y)ωz'h'(fì)) 

iii) ( V (辺 ， y))((~- ， y)巴 S--?(h"(x) ， hY(y))εsっさりに ， S' から S. 、の写像 h 1= く(hサ (hYγι

が存在して ， i) , ii) , iii) と同様のことがし、えれば， S と S' は同型であるというの.

4) たとえば， [21] の取扱いが典型的である.

5) [9], [10J, [14], [19], [20]. 
6) X=<X， ω〉とし、う表現において，左辺の Xは代数 (algebra) を示しく 〉内の Xは代数X の under

lying set を示す.また， ω はかならずしも 2 項演算である必要はなく，一般の n 項演算に拡張できる・

7) このモデルの定義において，モデルは一般にはシステムよりも単純化されるが， ときにはモデルの持

つ数学構造がシステムの持つ数学構造よりも精級な場合がある.それゆえ，モテールを分析することによ

って得られた結論はかならずしもシステムにも当てはまるとはいえない.
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本節では，システムとモデルを 2 項演算が定義されている場合に限って述べたが，以下ではこ

れを 2 項関係へ拡張して用いる.

2 ・ 2 システム論とカテゴリー理論8)

カテゴリ一理論は，種々の数学的構造の持つ普通!性および数学的構造聞の関係の普遍性を研究

するために開発された理論である.これがシステム論に本格的に適用されるようになったのは，

Y. Give'on の研究([4J, [5J) 以来である.その適用意図は種々あげられているが，大別して二つ

の立場に集約できる.一つは， M.A.Arbib に代表されるように，システム論の統一化にある.

たとえば，かれはこれまで別個に開発されてきたシステムの実現性理論 (realization theory) の

多くを統一化している 9) もう一つは， M. D. Mesarovié らに代表されるように，一般システム

の分類と分類の体系化にある.かれらは，一般シメテムをその備えている性質に基づいて分類

し，得られた分類上でどのような関係が成立してし、るかを示している 10) 筆者らは主として後者

の立場から組織型意思決定、ンステムを考察する.これに先だって以下の問題を考えておこう.

まず第一に，システムの分類とその分類 kの諸関係の明示はカテゴリ一理論を用いなければ不

可能であろうか.システムの分類自体は分類のた忙の基準が与えられさえすれば可能である.し

かし，ある分類が与えられたとき分類上の諸関係を明らかにするのにカテゴリ一理論は不必要で、

あろうか.システムを分類するということは，システムをいくつかのグループに分けることであ

る.あるグループと他のクソレーフの関係を調べる最も簡単な方法はそれぞれのクソレープから適当

解釈

圏 A
関守二

国 B

関 1 理論(モデル群)と隈の関係

なシステムを取りだし，一対比較をつ

み重ねていくことである.しかし

般にはこの一対比較のつみ重ねからグ

ループ間相互の関係を導きだすことは

できない. このようなクゃループ聞の比

較・関係づけを可能とする点にカテゴ

リ一理論適用の意味がある.

次に，本論文ではカテゴリ一理論を

どのように適用するかについて述べて

おこう.組織型意思決定システムには

い〈つかの宅式化が可能であり，その

日)'~.化 J\!~ -~~~民、年三 L てに":1.;ぷ組紘

型意思決定システム(およびそのモデ

ノレ)をいくつかのタイプに分けること

ができる.そこで，対象 (object) と

8) カテゴリ一理論の簡単な記述に関しては付録 1 を参照されたい.

9) [lJ, [2J. 
10) [14J, [18J. 
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してある定式化の下で展開されている組織型意思決定システムのそデノレをとり，射 (morphism)

としてモデノレ聞の準同型写像をとる.このとき，射が一定の条件を満たせば，すべての対象の類

とすべての射の類は闇 (category) を構成する.それゆえ，本論文で考察する聞はある定式化の

下で展開されているそデノレとそれらの聞の準同型写像から成りたっている.さらに，別の定式化

の下で構成された固との聞に特別な関係があれば，この関係を関手 (functor) として表現でき

る.この関手は，ある圏に含まれているモデノレを他の聞のモデルで、解釈するという概念的操作に

対応する.以上を図示すれば図 1 が得られる.ここで注意すべきことは，組織型意思決定システ

ムのある一つの圏を構成できるということが本質的には全体をーっとして取り扱いうるというこ

と以上を意味していないことである.このことは，あるグループわけをしたとき，一つのグル

ープだけをとりだしてみてもそのク・ループの持つ特殊性・一般性を指摘できないのと同様であ

る 11) それゆえ，本論文では組織型意思決定システムの分類そのものよりも分類上の諸関連の研

究に重点を置くのである.

2.3 意思決定システム

意思決定とは意思決定前提より結論を導きだす過程であると定義される 12) それゆえ，意思決

定システムとは，意思決定前提を入力とし結論を出力とするシステムと考えることが可能であ

る.したがって T を意思決定前提の集合， X を結論の集合とするとき，意思決定システム D

を m二 TxX と定義できる(関係表現).ただし ， domain (D)= ヤ ItET& (ヨ X)(XEX & (t , X)E 

D)}=T と仮定する 13) 同様に，意思決定関数。:ZxTー→X が存在し，意思決定前提が与えられ

たときその意思決定システムの持つ内部情報 zEZ に依存して結論が与えられるような意思決定

システムの定義が可能である(意思決定関数表現).このとき，意思決定システムの内部情報と

いう概念は一般システム論で取り扱う状態の概念に対応している.さらに，状態の概念自体が一

般システムの関係表現に含まれている関数群のタイプ分けという操作から導きだされるものであ

ることに注意すれば，次の定理が成りたつ.

定理1. 任意の関係表現による意思決定システム Dr;;; TxX は，意思決定関数により表現可能

である.さらに，意思決定関数が {}:Zx Tー→X となるような内部情報の集合 Z が存在し， (V 

(t , x))((t, x)εD←ベヨ Z)(ZEZ& {}(z, t)= x)) が成立する.

証明.本定理の前に述べた注意、と口4J ， [19J , [20J より明らかである.

定理 1 において注意すべきことは，内部情報の集合 Zがかならずしも物理的に意味を持ちうる

とは限らず，また，このような形で定義される意思決定関数がかならずしも通常の意味で計算可

能ではないことである 14) したがって，より厳密にいえば，意思決定関数を物理的に意味を持ち

11) カテゴリ一理論において，ある数学構造の圏を研究する場合，比較の対象もしくは比較の媒介として

通常集合の圏を用いる. M.A.Arbib も dynamical system の薗を研究するために集合の函を媒介として
free realization にまで議論を進めている.

12) H. A. Simon [17] による. [句.

13) この仮定が満たされないときには， domain (D)=T' r;;;， T を満たす集合 T' を導入すればよい.なお，

意思決定前提の詳細な内容については， [8] を参照されたい.
14) [14], [19]. 
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しかも計算可能な場合に限定しないと実用性は保てないが，本論文ではこれ以上詳述しない.し

かし本定理は意思決定システムの分析に対して一つの示唆を与えている.たとえば，行動科学

的意思決定論に代表されるように，意思決定シスラムの分析には意思決定前提の明確化と意思決

定プロセスの詳細な分析が必要不可欠とされてきた.しかし定理 1 が示すように，意思決定シ

ステムの意思決定前提と結論のあらゆる組み合せを調査できれば， この意思決定システムに対応

する意思決定関数を構成することができる.それゆえ，意思決定プロセスの詳細な分析のみが意

思決定システム分析の唯一の方法ではないのである.

以上の二表現における根本的な差は，意思決定関数表現がいわば“解かれた形"で表現されて

いる点にある.しかしこの二表現聞の優劣は一概にはいえない.関係表現は一般性，直観性の

点ですぐれており，意思決定関数表現は操作性の点ですぐれている.

3. 組織型意思決定システムの圏(関係表現)

本章では，関係表現による組織型意思決定システムを組織構造的側面から考察する.

3 ・ 1 組織型意思決定システムの一般的表現

組織型意思決定システムを一般的に記述する場合、 !Ø= くi5， Do , ).0, N> で示しそれぞれ以下の内

容を持つ.

a) i5Ç， T1 x 支は組織型意思決定システム g の設計者もしくは組織者の意図する意思決定シ

ステムである.ただし T1 はg外から与えられる意思決定前提の集合， X は組織者の想定して

いる結論の集合である.以下， domain (i5)= T1 と仮定する.

。

主

b) Do={D;!D; Ç, (T;lxT;2)xX;&1:::;; 

i 三三 n} はg の意思決定構造と呼ばれ，各

D; はg内の意思決定サブシステムを示

す.ただし， T; l, T;2, X; はそれぞれ D; が

g外から受けとる意思決定前提の集合，

I !Ø内から受けとる意思決定前提の集合

l および D; の結論の集合を示す.以下，

;::r--r一一--，--r一}i x=X1ﾗ × Xn, T1= れIX...X 九 T2

図 2 組織型意思決定システムの構成

=TI
2

X …x Tn2 であり，各 D; に対して

domain (D;)= T;I x T;2 と仮定する.さら

に， X から主への射影を ρ とする.

c) ん= {).;I ん :Xー→ T;2& l:::;;i:::;;n} を

gの情報構造と名づけ，各意思決定サブ

システム聞の情報伝達を表わす関数の集

まりである.

d) N=(N, ME, A , CM> はgの組織
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構造を示す.ただし N= {1 , 2, "', n} であり ， MEÇNxN, A Ç;二 NxN， CMÇNxNはそれぞれ

目的一手段の関係，権限関係，情報伝達関係を示す.以下， 2三二四<∞と仮定する.

以上のような組織型意思決定システムの表現は，図 2 のように示すことができる.ここで，上

記の表現に関して若干の注意を述べておく.まず，組織者の存在性に関しては序に述べた点が重

要である. b) における X は各意思決定サブシステムの結論をすべて集めた集合であり，この意

味では各サブシステムがどのような意思決定を行なっているかを知るためのいちばん精密な集合

である 15) 一般に，組織者が意図している結論の集合 X は X を集計しコンパクトにまとめたも

のである.それゆえ， ρ のような写影が必要となる.また，ここでは組織構造 Jむをまったく他か

ら独立した要素であるかのように表現したが，これは本来 Do ， À。を用いて定義されるべきもので

ある.しかし ME， A， CM という意思決定サブシステム(単位)聞の関係をより厳密に定義する

ためには意思決定前提を価値前提と事実前提とに細分化する必要がある 16) 本論文では，記法の

繁雑さを避けるためにこの細分化を行なっておらず，それゆえ Do， んから直接的には定義できな

い.したがって，本論文ではこの細分化を行なったときの意思決定単位聞の関係を N が反映し

ているものとして議論を進める(ただし [8J で、述べたように ， MEÇAÇCMÇNxN であり，と

くに， ME は ir-reflexive な関係であるとする). 

次に，組織者の存在と関連して以下の概念を定義する.

定義 2. 組織型意思決定システム iØ= <i5, Do , Ào , N> に対して意思決定システム DÇT1 xX を

('</(t l, x))((t1, x)εD←→('</iε N)( ヨ t;2)((t;l ， 1;2 , X;)ED; & 1;2=ん(X)))

で定義し，くDo， ÀO> の結合された表現という.上の定義において， D はg における各意思決定単

位聞の情報伝達を消去することにより得られる.

定義 3. iØ= くi5， Do , ﾀo. iìI> において一貫性があるとは， DﾇT1xX  をくDo ， Ào> の結合された表

現とするとき，

('</ (/1, X))((t 1, x)εDー→ (tl， P(x))ε i5) 

が成立することを意味する.

定義 3 において注意すべきことは，二つの組織型意思決定システム iØ= くi5， Do , Ào , 1む〉と iØ'=

くi5， D o', Ào', iìI') がそれぞれ定義 3 の意味で A貫性を持っているとしても，かならずしも同ーの行

動を示すわけではない点である.定義 2 において結合された表現が可能となるのは各意思決定単

位が情報交換を経てそれぞれの局所的意思決定に到達できた場合のみで、ある.そしてこのときの

共同意思決定 (joint decision) が組織者にとってつねに有効であるかどうかを問う概念が定義 3

である.それゆえ . iØ，iØ' の個々の意思決定単位がまったく異なった動きを示すとしてもともに

一貫性を持っていれば，組織者の意図を実現しているといえるのである.

この一貫性の概念は，組織型意思決定システムにおいて非常に重要である 17) すなわち，分析

15) この点に関しては， T1 ， T2 も同様である.逆にいえば，筆者らの表現は最も精衝であるとともに冗長

度を含む表現である.

16) [8J. [17]. 各関係のフォーマルな定義は [9J を参照されたい.

17) この概念は，調整 (coordination) の概念と密接に結びついている.
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の立場からはどのような構造(意思決定構造，情報様造および組織構造)を持った組織型意思決

定システムが一貫性を保持しうるのか，もしくは保持しえないかという点が問題となるし，設計

の立場からはどのようにして一貫性のある組織型意思決定システムを設計するか，もしくは一貫

性のない場合どのような変更を加えれば一貫性のあるものとしうるかが問題となる.実用的な意

味からは，特殊な事態以外で一貫性を保持していれば十分である.すなわち，特殊な事態におい

ていわゆる“例外管理の原則"が適切に作動しさえすれば実用上の問題はない.そこで，本論文

ではそのような特殊な事態はすでに除外されているかもしくは適切な例外管理の原則が組みとま

れているものとして議論を進める.

ここで，定義 1 に従って組織型意思決定システム聞の準同型写像を定義しておこう.

定義 4. g; a , g;P をそれぞれ組織型意思決定システムとする.このとき，以下の条件を満たす

写像 h= くh%， h¥ h2, hd%, hn) を g;a からg;P への準同型写像という.

a) h1:T1a_• T 1P, h%:Xa-→F は全射である.

b) (V (t l, x))((t1, x)ε jja ー→ (h1(t1)， h%(x))ε jjP) 

c) (V XEXa)(h%(pa(x))=〆(hd%(x)))， ただし ， hd%: xaー→xP は全射である.

d) hn :f.ra-→Jいは次の意味で関係を保つ全射である.

d-l) (V (n, m))(hn(m)キ hn(n) & (m, n)εMEa一歩(hn(m)， hn(n))ε MEP) 

d-2) (V (n, m))(hn(m)=hn(n)ー→W(m)， hn(m))毎 MEP)

d-3) (V (n, m))((n, m)E Aaー→(hn(n) ， hn(m))EAP) 

d-4) (V (n, m))((n, m)E CM'αー→ (h"(n)， hn(m))ECMP) 

e) a) におけるがは h1 = くh1 ，l， … ， hn") で、表わされ， αß(j)= {i liENa &j=hn(i)} とするとき，

h/: II';゚(j) Ti 1aー->T/P は全射である.ただし ， II';゚ (j) は αß(j) 上での直積を示す.

f) h2: T2aー→ T2P は全射である.また hd%= くh1 ，d"， … ， hn ，d%) ， h2 =<h1人… ， hn• 2) の各要素写像

h 
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組織聖意思決定システム l 意図された i 結令さオた ! 意思決定構造
a 意思決定システム・表現 ・

情報構造

図 3 組織型意思決定システム聞の射
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も全射であり ， h1 の場合と同様に定義される.ただし， NP= {1', "', n'} . 

g) 各jENP に対して，

( V(t人 Eλ 祭j))(( V iEαß(j))((ljl" ， tj2" , Xj")E Dj")ー→ (h/(t凡 h/(t乃， h/"(あ))εDl)， た

だし ， t jl = (tjl")jE~(j)であり， t;2 , Xj も同様に定義する.

h) 各jENß に対して， (V (tλ x))(( V iEαß(j))(ti2"= )，j"(X))ー→h汽t/)= ),lW"(X))) 

以上の条件を満たす組織型意思決定システム聞の準同型写像は図 3 のように示される 18) この

準同型写像を用いれば次の定理が成立する.

定理 2. Ob !1J を定義 3 の意味で一貫性を持っすべての組織型意思決定システム!1J= くD， Do ，

)，o ， Ñ>の類で、あるとする.次に，任意の !1J"， !1J ß EOb !1Jに対して定義 4 をみたすすべての準同型

写像 h= くが， h¥ h2, hdx , hH> の類を射の類 Mor(!1J"， !1J P) とする.このとき，射の合成を通常の写像

の合成で定義すれば， !1J =(Ob !1J, {Mor( !1J", !1J゚) I !1J a , !1J PεOb ヲ})=(Ob 矛，Mor !1J) は圏

である.

証明. 付録 2 ・ 1 参照.

証明から明らかなように，この間gにおいては一貫性が保存されるのである.直観的にいえ

ば，!1J において !1Ja から !1Jß への準同型写像が存在するときには ， !1J a の意思決定が意味を持

ちうる(結合された表現に含まれる意思決定に各意思決定単位が到達した)ならば，これに対応

する意思決定が !1Jß でも意味を持ちうるのである 19) また，定理 2 に対して次の系が成り立つ.

系1. i) Ob!1J s を定義 3 の意味で一貫性を持っすべての組織型意思決定システム !1Js= <D, 

Do , ),0, JﾏI s> , JﾏI s = くN， CM> の類とし ， Mor !1Js を定義 4 の準同型写像の条件のうち d-l) ， d-2) , 

d-3) 以外の条件をすべて満たすすべての準同型写像の類とする.このとき ， !1J s=(Ob!1J s , Mor 

!1J s) は閣である.

ii) Ob ..fを組織型意思決定システムのすべての組織構造ル=くN， ME， A， CM> の類であり，

Mor フプを定義 4 の条件のうちののみを満たすすべての全射の類であるとする.このとき， Aス

=(Ob ..f, Mor ..f)は圏である 20)

定理 2 で示した闇gは，組織型意思決定システムの一般的表現の類から成りたっているのに

対して，系 1 で示した !1J s では組織型意思決定システムの組織構造的側面が簡略化されている.

この二つの圏の差は形式的には目的一手段の関係と権限関係の有無という点のみであるが，先に

組織構造の説明で述べたように意思決定構造と情報構造が組織構造を規定する点を考慮すれば

!1Js においてはこの規定が不可能であることを示す.それゆえ ，.!Ø と !1Js の差は見かけほど単

純ではないのである.ここで，次の二つの忘却関手 (forgetful functor) を定義できる.

G1 : 五万一一+五万s

ただし (V !1J ε Ob!1J)(!1J = くD， Do , ),0, ﾑ> & Ns = くN， CM>ー→G1(!1J) =くD， Do , ),0 , 1九> ), 

18) 定義 4 の準向型写像はすべて全射であるから， gß は ga のモデルとなる.

19) 逆がかならずしもいえないことは，脚注 7)から明らかである・

20) 圏J四から目的 手段のグラフ，権限グラフ，伝達グラフを要素とするグラブの閣が導きだされる [9].
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(V hEMor..@)(G1(h)=h) 

Gz :..@ 一一.....f'
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ただし (V..@EOb ..@)(..@ロ <D， Do， Ào，めー→G1(..@)=仇 (VhεMor ..@)(hエロ <h%， h¥ 

h2, hd%> ーーや G1(h)=hn)

3 ・ 2 紐織型意思決定システムの多賠層表現

ヨド鏡ではき・ 1 で、考察した組識翠意思決定システムが特殊な条件を満たしている場合について

考察しよう.ここでは，組織構造が隣表的に多階層表現されている場合と“事後的"に多階層表

現会構成できる場合とに分けて考える.

~翠 3. Ob..@M を定義 3 の意味で一貫性を持っすべての組織型意思決定システム ..@M= くD，

Do ， Ào ， NM> の類マあるとする.ただし ， NM=<N， く ， A， CM> であり，くはユエークな媛大元を

持つ半順序関係で、ある.さらに， Mor矛M は定義 4 の条件 d) において d-l) ， d-2) を次の意味で

JI際序を保つ全射にかえて，すなわち， d-l') (V (n , m))(nく "mー→h"(めく句"(m)) ， および， d--2') 

(V(n , m))(l( 3 n')(持増，，; an' 認否 a&n'キn&n'虫干 m)ー→l( ヨ舟)(h"(n) 認証 β角可否 ßh"(m) & 舟当;=h"(揖)&舟キh"(m))

にかえて，億のすべての条件を満たすすべての準跨諜写像の類とする.このとき，射の合成を通

常の写像の合成で建議すれば ..@M口(Ob..@M ， M町 ..@M) は圏である.

証明. 定理 2 と問様.

との圏..@M においては，組織型意思決定システム ..@M の各意思決溜単位間の関係が賜表的に

多踏襲表現されている ..@M からへ蓋接能につなぐことは可援であるが，両者の媒介的存在

として以下の圏..@R を定義しよう.

定義 5. 組織構造 Jむ=くN， ME， A ， CM> において，目的一手段の関係が以下の条件を満たすと

き N は正規的階!轡性の条件を満たすという.

a) (V(持， m))((持， m)EMEー→(m， n)毎 ME)

b) l(Vi)( ヨ (k， l ， … ， s))((i， k)E ME & (k, I)E ME必日& (s , i)EME) 

c) (V (i, j , k))((i , j)E ME & (j, k)EME-•(i, k) さ~ME)

d) ~ç;二NxNを次のように定義するとき，~に関してユニークな極大元を持つ.

(V (m , n))(m~持←→〈持， m)EMEor( 三 (k， ム …, s))((持， 長〉主主 ME&(k， 。εME&・・ .&(s， m)ε 

ME)or nロ m)

定義 5 で示したペは a) ， b) より半順序関係である.さらに， c) は目的一手段の関係の推移性

を否定するものであり，いわゆる間接統制 (indirect intervention) の原則を表現している 21)こ

の条件は ..@M と ..@R とをユニークに対PC:づけるために必要である. d)は，組織型意思決定シス

テム内での多頭政治的状況を避けるために必要となる(将来，組織型意思決定システム唱とより詳

細に分類しようとするときにはこれらの条件を緩めることが必要となろう).この定義な基にし

て，次の定理を示す.

21) 間接続税の禁罪溺は，意思決定の分業のメザット 'ð:十分に発揮するために必要となる.この嫁異邸主，よ
ワ直接的には命令統ーの原刻 (principle of unity of command) と筒等の内容を持つ.
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定理 4. Obiﾘ R を ObiØの部分類 (sub-class) であり，正規的階層性の条件を満たすすべての

組織型意思決定システムiØ= く15， Do, Ào, N> の類であるとする さらに Mor iØR は MoriØと同

じ条件を満たすすべての準同型写像の類であるとする.このとき，射の合成を通常の写像の合成

で定義すれば， iﾘ R=(Obiﾘ R, Mor iﾘ R) は聞である.

証明. これは ， Ob iØR を ObiØの一部に限定しただけであるから明らかである.

ここで，次のような恒等関手を定義できる.

G3:iﾘ Rー→iØ， ただし ， G3(iﾘ R)=iﾘ R， および ， G3(h)=h 

(なお ， G[， G2 の場合のように取り扱っている範囲が明らかである限り，全称記号は

省略する . ) 

次に iØR と iØM との聞の関係を以下の二定理に示す.

定理 5. G4:iﾘ Mー→iØR を次の条件を満たす写像で、あるとする.

a) Glく15， Do, Ào, 1むM>)= く15， Do , Ào, N R> 

b) Glh)=h 

ただし ， NM=<N, <， A， CM> から NR = <N, ME, A, C M> への対応は次式による.

(V (m , n))((n, m) ε ME←→m ベ舟 &l( ヨ n')(n' ε N&n' キ n&n' キ m&m< n' < n)) 

このとき， G4 は関手である.

証明. 付録 2 ・ 2 参照.

定理 6. 写像 G5 : iØRー→iØM が以下の条件を満たすものとする.

a) G5(く15 ， Do , Ào, 1むR>)= く15， Do, Ào, 1むM>

b) G5(h)=h 

ただし ， NR から NM への対応は定義 4 のめによるものとする.このとき ， G5 は関手である.

証明. 付録 2 ・ 3 参照.

紙面の都合上証明は割愛するが，関手 G4， G5 の合成

G4 ・ G5 : iØR 一一→ iØR

G5 ・ G4 :.正'ØM一一歩五万M

のそれぞれが恒等関手となることが示される.興味のある方は [9J を参照さ

れたい.

以上の議論で注意すべきことは iØR と iØM が果たして区別されるべきか

どうかという問題である . H. A. Simon [17J の指摘するように，組織の階層

性は目的一手段の階層性を中核として構成される.それゆえ，目的一手段の

関係からその階層性を抽出できた(定義 5 が満たされた)場合には，組織型

意思決定システムの階層性が把握できるといえる.しかしながら，階層性が

島

gーっァj、

一
耳
目
H

一
号初めから認識されているということと階層性が抽出できるということはまっ 図 4 組織構造から
みた組織型意思

たく異なった状況を指している.すなわち，階層性を認識していることは員
決定システム間

的一手段の関係が一定の条件を満たしていることに対する概念的抽象化であ の関係

© 日本オペレーションズ・リサーチ学会. 無断複写・複製・転載を禁ず.



組織型意思決定ジステムの分類に関する研究 251 

り情報の集計化 (aggregation) である 22) この点を重んじたため上記のような .fJðR と .fJðM の区

別が必要となったのである.

本章の議論をまとめれば，図 4 が得られる.これは関係表現による組織型意思決定システムの

分類を組織構造的側面から行なって得られた結果であるが，同様の議論はほとんどそのまま意思

決定関数表現にも適用できる.

4. 組織型意思決定システムの圏(意思決定関数表規)

本章では，意思決定関数表現による組織型意思決定システムについて考察する .fJð o = くfJ， Oo ，

Ào , Ñ) においてん， Ñ (およびがは 3 章と同様に定義しておく . fJ， Oo については次のように定義

する.

a') U :ZOX T1一→X は組織型意思決定システム qJo の設計者もしくは組織者の意図する意思

決定関数である.ただし ， ZO は組織者が想定している内部情報の集合である.

b') 00 = {Oj 10j: Zj x Tjl X Tj2 ー→Xj&1三恒例は .fJð o の意思決定構造と呼ばれ，各 Oj は .fJð o 内

の意思決定サプ・システムの意思決定関数を示す.また ， Zj は各意思決定サブ・システムの内部

情報の集合であり ， Z=ZIX ... xZ" とする.

定義 6. .fJ� 0= くð ， 00, Ào, Ñ) に対して結合された意思決定関数 O:Zx T1ー→X を次式で定義す

る.

( V (z , t¥ x ))(O(z, t1) = X ←→(ヨジ)(V iζ n)(仇 (Zj ， tjl , 1;2) = Xj &ん(x) = tj2)) 

このとき .fJð o が一貫性を持つとは次式の成立を意味する.

(V (z, t¥ X))(O(Z, t1) = Xー→(ヨ ZO)(ZO E ZO&:ð(zO , t1) = P(X))) 

さらに，意思決定関数表現の場合の組織型意思決定システム聞の準同型写像を与える.

定義 7. .fJð o"，.fJðl をそれぞれ組織型意思決定システムとする.このとき，定義 4 の条件のう

ち b) ， g) を以下の b') ，ピ)にかえてすべてを満にす写像 h= くhZ， hX, h1, h2, hdz , hdX, hりを.9"か

ら .fJð P への準同型写像という.

b') hZ :ZOαー→Zop は全射であり， (V (ZO , t 1))(hX(Õ"(zO , [1)ニ炉(h市。)， hl(t 1 ))) を満たす.

g') 各jENß に対して，次式が成立する.

(V(Z j, t人 i i))(h/(Ô/(Zj, t /, t /)) = O/(h/Z(Zj), hjl(t /), h/(i /))) 

ここで，んは定義 4 と同様に定義されており ， jzdz:Z'α ー→Zß は全射であり，その要素もがなど

と同様に定義される全射である.さらに， ()/(九 i/ ， t/) は (0パZj ， t ,. l, ti2))iE~( j) を示す.

以上の二つの定義を基に，次の定理を示す.

定理 7. Ob .9J. を定義 6 の意味で一貫性を持っすべての組織型意思決定システム仇=くU， Oo ，

Ào ， Ñ) の類であるとする.さらに， Mor .fJð o を定義 7 の意味で準同型なすべての写像の類である

とする.このとき，射の合成を写像の要素ごとの合成で定義すれば， .fJð o =(Ob .9J.， Mor .fJð.) は圏

22) すなわち，ベにおいては定義 5 のすべての情報が集約されているのである・
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証明. 定理 2 と同様.

圏 iØ. の場合にもその射によって一貫性は保たれることがわかる.この場合にも， 3 章と同様

に組織構造の差異に基づいて 4 つの圏は構成できる.ただし関手は若干の修正を必要とする.

たとえば ， G5.:iﾘ R'-ー..iØMe において，

G5.( <U , (}o, Ào, 1むR>) = くU ， (}o, Ào,JÎ/ M> 

G5.(h) = h ， ただし ， h = <hz, hZ, hl, h2, hd
• , hdz, hりとする.

同様に，他の関手も適当に修正を加えればよい.

5. ニ表現聞の関係

本章では，iØ と iØ. との聞の関係についてのみ述べる.しかし，以下の結果は同じ組織構造を

持っている場合にも成立する.本章で述べる定理は本質的には定理 1 の適用であるが，これを直

接的に適用できないために議論は多少複雑なものとなっている.それは，定理 1 があくまでも任

意の意思決定システムが関数表現できることを述べているにすぎず， 3章 4章で述べたような

形でE と iØ. との関係に延長できないからである.すなわち，矛からiØ. への関手をうまく定義

できない(付録 1 の条件 vi)が満たされない)からである.これは，iØ および iØ. において Mor

iØ と Mor~言。が広く定義されていることに原因がある.たとえば，定義 4 を満たす iØa から iØP

への準同型写像においであるがに対して (tl， ~)Eba となる z が 1 個しか存在しないときに，もち

ろん条件より (hl(tl)， hZ(~))EDß となるが ， (hl(t 1
) , ~')EDP を満たす .x'EXP ， .x'キ h(~) の存在まで

否定することはできない.この場合には関手をうまく定義できなくなるのである.それゆえ，次

の定義を用いて Mor iØ を制約する必要がでてくる.

定義 8. 任意の関係 RÇ，XxYが関数的 (functional) であるとは次式の成立を意味する.

(V (x , y))( V (x' ， 〆))((x ， y) E R&(x', y') E R&x = 〆ー→ y= 〆)

定義 9. 定義 4 を満たす準同型写像がさらに，以下の条件を満たすとき，関数保存的準同型写

像という.

i) R1<< を ba に含まれる最大の関数的関係であるとする.すなわち，

( V (tl, ~))((tl，~) E R1α ←→ (tl， ~)εb&l( ヨダ)(~' E Xa&~' キ ~&(tl， r) E b)) 

このとき ， h1 X hZ(R1a)= {(h1(t1) , hX(.x)) I (t1, x)ε R1a} は bP における関数的関係である.

j) R2a=(R21ぺ… ， R2n ， a) の各要素 R.i"(jENP) を次のように定義する.

( V (t人 fλ Xj))((t/， t/ , Xj) ε R2i" ←→ (Vi Eα日(j))((tんが， Xi) 

E Di)&l( ヨ X/)(X/ キ Xj&(Vi εαß(j))((til， ti 2, x/) E Di))) 

このとき，各jENß に対して ， h/ x h/ x h/'(R2/)= {(h/(り)， h汽 t/)， h/'(x;)) I (1/, tl, Xj) ε 

R2ja} は D/ において関数的関係である.

この定義を用いて，iØ における Mor iØ を制約すれば次の定理が得られる.

定理 8. ObiØf を定理 2 の ObiØ とまったく同じ類とする.さらに， Mor iØf を Mor iØ の部

© 日本オペレーションズ・リサーチ学会. 無断複写・複製・転載を禁ず.



組織型意思決定システムの分類に関する研究 253 

分類であり，定義 9 の意味て、関数保存的準同型写像すべてを集めた類で、あるとする.このとき，

91f=(Ob 91 f , Mor 91f) は圏である.

証明. このような射の合成も関数保存性を持つことは明らかであり，その他の条件はE と同

じであるから 91f は圏である.

ここで，容易に恒等関手 G6 :91f-→9 を定義できる.同様に 91. においても Mor 910 を制

約する必要があるが，次の定義を必要とする.

定義 10. 定義 7 を満たす準同型写像がさらにlふ下の条件を満たすとき，関数保存的準同型写

像という.

i') 炉に対して jj" を次のように定義する.

( V (t1, X))((/1 , X) E jj" ←→(ヨ云)(i E Zo & 1(/1, i) = Z)) 

このとき，定義 8 の i) が満たされる.

j') 各 iEN"， 0;" に対して D;" を次のように定義する.

(V (/;1 , /;2 , X;))((/;I , 1人 X;) E D;a ←→(ヨ z;)(.:; E Z; & 0;"(1;1, 1;2, Z;) = X;)) 

このとき，定義 8 のj)が満たされる.

定理 9. Ob 9]/=Ob 91. であり， Mor 91/ を Mor 91. の部分類であり，定義 9 の意味で関

数保存的準同型写像すべてを集めた類であるとする.このとき， 91/=(Ob 9]/, Mor fØ/) は

圏である.

証明. 定理 8 と同様である.

ここでも，恒等関手 G9 :91/←→Z言。を定義できる.次に ， 91， 91f，i:.言。， 91/ の聞の関係につ

いて検討してみよう.

定理 10. G7 :91fー→91/ を以下の条件を満たす写像であるとする.

i) 各9]=くjj， Do, Ào, N>巴Ob 91f に対して ， G7(9])= く5 ， 00 ， Ào , N>=9]o ただし， (j， 00 は下記

のように定義される.

ii) zo= {zlz: T1ー→X&z: 関数 & z s;;; jj} とするとき ， (j :ZOx T1ー→玄は次式を満たす23)

(V (z, 11))((Z, t1) E ZO X T1 - • (j(z, (1) = 的1))

ただし ， ZO の定義式において z s;;; jj は関数 z を T1 x 主の中の二項関係として取り扱った場合

に jjvこ含まれていることを示す.

iii) Z;= {z;jz;: T;1 X T;2ー→X;&z;: 関数 &z; S;;;l);} とするとき ， O;:ZiX T/x T;2-→Xj は次式

を満たす.

( V (Zj, Ij1 , tj2))((Zj, Ij1 , Ij2) εZjX Tj1X T/ ー→ Oj(Zj， tj l, Ij2) = Zj(/j1, Ij2)) 

iv) 各 hEMorf(91"， 91P) ， (91"， 91恒Ob 9]f) に対して，

G7(く，h" ， hl, h2, hd" , hn>) = くh'， h", hl, h2, hdZ , jíd", hn> 
ただし， h', hd' は以下のように定義する.

23) z が単なる写像ではなく関数であることを要請するのは，意思決定関数 g を ZEZ. に依存する関数と
して定義するためである.
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a) 各 zEZO• ， ;/ε ZOp に対して，

が(z) = 〆←→('t;f t' )(z'(h勺')) = hX(z(t'))) 

b) 各jENP ， i j, z/ に対して，

h/ヤj) = z/ ←→ ('t;f(ん " i /))(zノ(h/(t/) ， hパザ)) = h/X(し;('i ，l， í/)))

ただし βんわり=(z仏" ti 2))iE ;j，(のを示す.

このとき， G7 は関手である.

定理 11. GS: i!ðo ー→ fØ を次の条件を満たす写像で、あるとする.

i) 各 i!ð o = くð ， ()O, }.O, 1む>EOb三君。に対して，

Gs(i!� 0) = くt>， Do, }.o, N> = i!� E Ob fﾘ 

ただし，t> は定義 10 の i') 式 ， Do はj')式により定義される.

ii) 各 h= くhZ， h", h' , h2, hdz , hd
" , hn> εMor i!ð o に対して，

Gs(h) = くが， h' ， h2, hd
" , hn> εMor fltJ 

このとき， Gs は関手である.

定理 10，定理 11 の証明はかなり手数を要するため，拙稿 [9J を参照

されたい.さらに ， Gsf を Gs の i!ð/ 上での制限とすれば，明らかに，

G/.G7 : i!ðfー→ i!ðf は恒等関手である.同様に， G7 ・ G/ :_"Ø/ー→i!ð/

も恒等関手である 24) 以上の議論で注意すべきことは，今までに定義

されたすべての関手がそれぞれ組織型意思決定システ

ムの二つの特徴的側面を別の形で保存するよう定義さ

れていることである.たとえば，らでは組織構造は完

全に保存され，定義 6 の意味での一貫性が定義 3 の意 G, 

938428  

Gs Gg 

nf 
gf U89J 

G7 

図 5 意思決定表現問

の関係

味での一貫性へ変形されて保存され， G7 ではこの逆の

場合が成立している.本章の議論をまとめれば，図 5

が得られる.

F--d〆9J8六人\ふf
←

1 、入9449
ノ0

6. ま と め

本論文では，組織型意思決定システムの持つ重要な

ー.つめ側面，すなわち組織構造の表現在意思決定の表

DLヵ、ら組織 J盟意思決定シスヲ人 fハモ T'/L ，~_~分類 L ，分

類されたモデル群聞の関係について考察した.この二

つの側面を合わせて図示すれば，図 6 が得られる.

本論文において議論した内容は無理なく大規模シス

G3 

局 ~事、\\品f
~M

\\~~〆
f拘

図 6 組織型意思決定システム問の関係

24) このことは，関手 G7 ， G/ のそれぞれが同型であることを示す.すなわち ， g?' とg〆が表面的には
異なっていても実質的に同じ内容を持つことを示す.同様のことは， G"G， の場合にも該当する(これ
は，モデルの同型の一般化であり，モデノレ群の向型を意味する). 
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テムの分類，一般組織の分類という問題へも拡張できる 25) この場合，以下の考え方が非常に重

要となる.まず，ある理論体系はその具体的かつ操作的表現としてモデル群を備えている.逆

に，一定の性格を備えたモデル群を一つの理論体系ととらえることが可能である.それゆえ，

2 ・ 1 ， 2 ・ 2 で述べたことに注意すれば，カテゴリ一理論を用いて大規模システムまたは一般組織

を分類することは同時にそれらを取り扱っている諸理論を分類することを意味する.さらにう関

手の構成は，これら諸理論の関係(解釈)の設定に対応するのである.

本論文は，いくつかの間題点(たとえば，各集合への詳細な数学構造の導入，意思決定サブシ

ステムの動態化など)を残しているが，大規模システムや一般組織を分類していく際の基礎を提

供する点で意義を持っている.

附録

O. 主要記号

!1ð= くD， Do , Ào , 1む);組織型意思決定システム.

DC二 T1 xX; 組織者の意図する意思決定システム.

Do= {DdDi~TilXTi2XXi}; 意思決定構造.

Di; 意思決定サブシステム(単位). 

ﾀo= {ﾀi I ん :Xー→ Ti2} ; 情報構造.

ん;情報伝達関数.

ρ:Xー→X; 射影.

ル=くN， ME， A， CM); 組織構造.

ME~NxN; 目的一手段の関係.

AÇ;二 NxN; 権限関係.

CM; 伝達関係.

Ns= くN， CM)

NM= くN， く ， A， CM)

ベ;極大元(ユニーク)を持つ半順序関係.

NR=<N, ME， A， CM); 定義 5 を満たす Jむ.

!/δ= くn， Do, Àn , ;'"s¥ 

fØM= くρ， Do ， ÀO, NM ) 

!1� R= <D, Do, Ào, ﾑ R) 

fØo= くð ， (}o, Ào , fI) ; 意思決定関数表現による組織型意思決定システム.

�:zox T1 ー→ X; 組織の意図する意思決定システム.

25) [9], [10]. 
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。0= {{}j! {}j :Zi x Tjl X Tj2ー→Xj} ;意思決定構造.

{}j; 各意思決定サブシステムの意思決定関数.

fØso= く1f， {}o, ).0, 1む〉

fﾘ MO=<1f, {}o, ).0, N M>  

fØRO= く1f， (}o, ).0, N R> 

h= くh"， h 1, h2, hd
" , hn>; 定義 4 を満たす準同型写像.

h=<hZ, h", h¥ h2, hd
• , hd

• , hn>; 定義 7 を満たす準同型写像.

fØ, fﾘ s , fﾘ M , fﾘ R , fﾘ 0, fﾘ So , 1参MO ， fﾘ RO; それぞれ， fØ, fﾘ s , fﾘ M , fﾘ R , fØ o, fﾘ s" fﾘ Mð , fﾘ RO 

に対して定義される闇.

fØ l , fﾘ/; fØ, fØ o の準同型写像の類を制約して得られる圏.他の闇もこれに準ずる.

Gl~G9， Gl; それぞれ関手.

T 1=T1
1 X …X Tn 1 ; 組織型意思決定システム外から与えられる意思決定前提の集合.

T2= T1
2 X …X Tn2 ; 組織型意思決定システム内で生成される意思決定前提の集合.

主;組織者の意図する結論の集合.

X=X1 X … xXn ; 組織型意思決定システムのすべての結論の集合.

zo; 組織者の想定する内部情報の集合.

Z=Zl X ・恨み;組織型意思決定システムの内部情報の集合.

αß(j)= {i! iENa & hn(i)=j &jE三 Nß}

'1/= (tjl)jE';゚(j) ; fλ X j， ~j も同じ.

8i~j， '1/， 行)=({}j(Zj ， tj¥ tj2))iE;;P(j) 

1. カテゴリ一理論の概略26)

閤 Z は次の条件を満たす X一対象の類 Obx と Z一射の類 Morx の類からなる.

i) 各対象 a， bEObx に対して， x-射の集合 Mor(a， b) が対応して，各 X一射はちょうど一

つの Mor(a， b) に属する.

ii) αEMor(a， b) ， ßEMor(b， c) であれば， Mor(a, c) に α と 8 の合成もしくは積と呼ばれるユ

ニークな元が存在する (ß.α で示す). 

iii) 任意の αEMor(a， b) , ßEMor(b, c), rEMor(c, d) に対して ， r(ß，α) と (rß)α が定義され，

r(ß.α)=(rß沖が成立する.

iv) 各文一対象 aεObx に対して，恒等射 EaEMor(a， a) が存在して，任意の αεMor(b， a) , 

BεMor(a， c) に対して ， E"a=α， ßEa=ß が成りたつ.

次に，圏 X と Y の聞の関手 F:Xー→Y は一対の写像すなわち Obx から Obÿへの写像と Mor

Z から Morÿ への写像からなり(双方とも F で示す) ，以下の条件を満たす.

26) [勾， [12] より抽出している.なお，用語は数学辞典(弥永編，岩波出版， 1970 年)による.
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v) F(ea)=eFω(各らεObx に対して)

vi) α8 が X において定義されれば， F(αß)も Y において定義され，F(αß)=尺α)Fてめが成り

たつ.

これ以外にも，基礎的事柄は多いが本論文では直接的には用いていないので割愛する.

2. 主要定理の証明

2 ・ 1 定理 2 の証明

彦が圏であることを示すためには，任意の !Ø'， :2?'ßEOb !Øに対して任意に hEMor(!Øぺ !ØÞ)

をとったとき ， h(!Ø')ε Ob !Ø を示す必要がある. Mor(!Ø', !Øß)=φ のときは問題がなし、から，

Mor(!Øα，!Øりキφ とする.このためには，一貫性が保存されることを示せば十分である.すなわ

ち， (V(t1, X)ED'ー→ (hl(t1 ) ， グ(h山(X)))ε ty) を示せばよいが Ob !Ø の条件および b) ， c) ， g) より

明らかである.次に，恒等射の存在と結合律の成立を示す必要がある.任意の !Ø' に対して，恒

等射 e.: !Ø'ー→!Ø' が Mor(9'， !Ø') の中に含まれており，しかも射の合成も通常の写像の要素

ごとの合成であるから結合律は明らかに成りたつ.ゆえに，!Ø は圏である.

2 ・ 2 定理 5 の証明

関係くから関係 MEへの対応のみを考えれば十分である.まず，この対応により定義 5 の条

件が満たされることを示す.

i) 任意の n， mENに対して《による ME の定義から明らかなように，

(n， 捌)ε ME ←→刑者4 措 &l( ヨ n'X刑 ~n' ペ n&m キ n' &n キ n')&m キ n

一→ (m， n) 毎 ME

ii) サイクノレの否定. (m， i)EME&(i， j)εME& (j, m)EME の場合を考えれば十分である. i) 

より (m， i)E ME & (i, m)ε ME はすでに否定されている.それゆえ，

(m，í) ε ME& (i， j) ε ME& (j， m) ε ME.ー今 i ~ m&l( ヨ n')(i くが~ m&n' 

キ i&n' キ m)&i キ m&j く i&l( ヨ n"Xj ベ n" ~ i & n" キ i & n" キ j)&i 

キ i&m ..，: j&l( ヨ n"'Xm ~ n'" く j & n'" キ m& n'" キ j)&m キ j 一一→ m ~j&j 

~m&m キ j(~ の推移性より)ー→ m :=j&m キ j(ベの反対称性より).

これは矛盾である.

iii) 推移性の否定. ii) と同様に，

(n, m) ε ME&(m， l) E ME ←→ m く n &"1(ヨ n')(m く d く n&n' キ m&n' 当~ n)&m 

キ n&l"" m&lC ヨ n"Xl ~ n" ベ m&1 キ n" &m キ n勺 &1 キ m

一→ l~m~n&1 キ m&m キ n ー→ (n， i) 毎 ME.

iv) く， (ME から作る)に関しでもくの極大元が一致することを示せばよい(極大元を角と

する). 

(Vm)(元理~m 一→ m= 晶)ー (Vm)((m， 晶)毎 ME) ー→ ('<:/m)(品く 'm ー→ m= 舟). 

次に h" がペに関して I1贋序を保存するならば， ME に関しても関係を保存することを示す.
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a) (n, m) E MEa & h"(n) キ h"(m) ー→ m :{, an & l( ヨ n')(m :{, an' :{, an & n' キ m&n' キ n)&

h"(n) キ h"(m) ー→ hn(m) :{, ßhn(n) & l( ヨ n')(hn(m) :{, ßhn(n') :{, ßhn(n) & hn(n') キ hn(m) &h"(n')キ

hn(n)) & hn(n) キ hn(m) ー→ (hn(n)， hn(m)) ε MEß 

b) hn(n) = hn(m) ー→ (hn(n)， h~(m)) 毎 MEß

a) , b) より hn は関係を保存する写像となる.

最後に， GiE!?ìJMa)=E!?ìJRß は以上に述べたことから明らかである.また ， Gih)=h であるから，

Gifog) = fog=Gif)oGlg) が成りたつ.よって， G4 は関手である.

2 ・ 3 定理 6 の証明

まず，定理の中で述べた構成法によるくが，極大元を持つ半順序関係であることは定理 4 の

説明から明らかである.それゆえ ， G5(iﾘ R)EObiﾘ M. 次に ， ME に関する関係保存性が《に関

する順序保存性となることを示す. d-2') も以下と同様に示される.

n ぐ附←→ (m， n) E ME" or( ヨ (k， t, …, s))((m, k) E ME" & (k, /) E MEa &ー '&(s， 持)

E ME")orn = m 

であるから，

a) hn(n)=hn(m) のとき，定義より明らかに ， h"(n)電話怖n(m).

b) h"(n)キ hn(m) のとき，

(hn(m) , hn(n) ε MEß or{( ヨ(孔 1' ， ".，ど))((hn(例)， k') ε MEß&(が，1') E MEß&…& (s' , hn(n)) 

E MEß)or(l( ヨ (k'， 1' ， …，ど))((hn(m)， k') ε MEß&…& (s' , hn(n)) E ME゚  &) (hn(m) , hn(n)) 

E MEß))} ー→ (h"(m)， hn(n)) E ME゚  or (ヨ(孔に…，ピ))((hn(m)， k') E MEP &ー& (s', hn(n)) 

E MEß) ー→ h"(n) :{, ßhn(m) 

いずれにせよ ， hn は順序を保存する . 2 ・ 2 と同様に， G5(h)=h であるから G5(fog)=G5Ct)oG5 

(g) が成りたつ.ゆえに， G5 は関手である(恒等射についても同様であるから).
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